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1.　研究の背景と目的
　近年，中国人アウトバウンド旅行者数が急増し
ている．中国国家統計局データによると，1994 年
から 2015 年のわずか 20 年間で，アウトバウンド者
数は約 34 倍に増加し，2016 年には約 1.35 億人（延
べ人数）に達した．また，訪日中国人旅行者数も
増加傾向にあり，2017 年には 730 万人を超えた．
現在，訪日観光ビザ（団体観光ビザと個人観光ビザ）
は旅行会社を通じて申請でき，団体旅行だけでな
く少人数・個人旅行も可能となったほか，ホテルや
航空券もネット上で簡単に予約することができ，日
本国内での入場券やチケットなども出発前に購入
可能である．今後，中国人旅行者の訪日旅行はよ
り簡単かつ便利になることが予想される．中国人観
光客向けの訪日旅行商品はますます多様化し，訪
日中国人旅行者の一層の増加が見込まれる．
　今後，訪日中国人旅行者に対応した国内のラン
ドオペレーター業務の増加が予想される．また，
それに伴い国内のランドオペレーター間での競合
関係が激化し，低価格競争へ向かわせるとも考え
られ，特に従業員 10 人未満の小規模ランドオペ
レーターにとっては深刻な問題である．その意味
で，国内ランドオペレーター，特に小規模なラン
ドオペレーターの現状把握とその機能と役割を明
らかにしていくことは重要である．
　2018年1月4日に観光庁は旅行業法を改正し，「旅
行サービス手配業登録」制度を開始した．旅行サー
ビス手配業（ランドオペレーター）の義務や禁止
行為を明確にし，無登録業者に対しては罰則が適
用されることになった．さらに，今後，東京オリン
ピックを見越して，ランドオペレーターに対する規
制を一段と厳しくし，悪質業者を排除するための制
度も強化されることが予想されている．
　本研究の目的は，ランドオペレーターの機能と役
割を明らかにすることである．業務上の機能として
は，予約・手配，行程（スケジュール）の調整，観
光情報提供，観光ガイド，派遣業務などがあるが，
それらに付加するものとして，価格交渉，業者間で
の合意形成などの役割も果たしている．本研究では，
小規模ランドオペレーターが抱える課題について，
また中国系大手旅行会社との従属関係について考
察する．さらに，ランドオペレーターの法律規制に
よる今後の旅行業界の展開についても考察する．
2.　研究方法
　本研究では新規登録の小規模ランドオペレー
ターに対して参与観察を実施し，同時に中国系旅
行会社に聞き取り調査を行った．
　訪日インバウンド観光において，小規模ランド
オペレーターは単独で業務を行い，他の旅行会社
とは完全に分離されていたために支配従属関係は
なかった．小規模ランドオペレーターの業務上の
機能としては，手配と価額交渉のほかに，発地先
の旅行会社との関係，旅行商品の差別化，低価格
競争下での市場戦略の策定などの役割も担ってい
た．その意味において，訪日中国人旅行者の動向
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を把握するためには小規模ランドオペレーターの
機能や役割を明らかにすることは重要であった．
　しかし，小規模ランドオペレーターの機能や役
割に関する資料やデータは限られており，その実
態は不明であった．そこで，小規模ランドオペレー
ターの訪日中国人旅行者に対する業務内容を理解
するためには，実際にランドオペレーター業務に
携わり，日常的な探索活動を通して参与観察を行
うことが有効と考え，参与観察調査を着想した．
3.　研究の概要
　本研究は 6 章で構成されている．
　第 1 章では，研究の背景，研究の目的と研究方
法，用語の説明と本論文の構成を述べた．
　第 2 章では，中国の観光動向，国際観光収支，
出境観光政策，中国出境旅游目的地の変化につい
て，まず中国出境旅游に関わる概念を定義した上
で，研究対象の現状を明らかにした．また，既存
研究の文献を整理し，中国旅行者の動向について
明らかにすることができた．
　第 3 章では，日本のインバウンド観光政策，特に
中国市場向けのインバウンド観光政策の変遷を明ら
かにした．中国人の訪日旅行は 2000 年から本格的
に解禁され，経済発展と共に短期間に急増し，現
在では査証申請の代理機関は中国全国に 358 社と
なった．将来的に査証緩和が進むと予測されている．
　第 4 章では，研究対象のランドオペレーターに対
して，その機能と役割を明らかにした．特にランド
オペレーター登録制度が制定されて以降の現状を明
らかにした．また，中国人の訪日団体旅行及び個人
旅行について，「日本側の身元保証人となる身元保
証書」を発行する旅行業者で構成される「中連協」
（中華人民共和国訪日観光客受入旅行会社連絡協議
会）に対面調査を行い，その役割について明確にした．
　第 5 章では，事例研究として，中国の旅行会社
から旅行サービスの手配の受託を受け，巨額な内
部金額で業務を行っているA社ランドオペレーター
会社を取り上げ，その現状と課題を明らかにした．
　ホールセラーとしての大手旅行会社は，旅行商
品を造成し，その販売においてツアー料金や手数
料を事前に集金する．それに対して，ランドオペ
レーターは旅行サービス手配業者として，事前に
バスやホテルを手配し，予約しなければならない．
ホテルの客室を確保するために，ランドオペレー
ターは事前にホテル料金の全額を精算せざるを得
ない．そのため，ツアー開始前に，ランドオペレー
ターは巨額な資金を事前に確保する必要がある．
自社オペ（在中国の旅行会社に所属するランドオ
ペレーター）である A 社も同様に，事前に旅行
商品を手配する必要があるが，その際，ツアー客
数が増加するほど資金負担は増す．このように，
インバウンド観光においては，ランドオペレー
ターは運営資金の負担を強いられ，従属的な関係
にある．このような現状は，ランドオペレーター
業者が一定の限界を抱えていることを示している．
　第 6 章では，各章の内容を取り纏めて結論を導
くと同時に，ランドオペレーター業界の規制に関
して提言を行った．
4.　結論
　ランドオペレーターの登録制度は整備されたが，
それに関する運用の進み方が曖昧であり，今後も
無規制のまま登録を継続していく限り，ランドオペ
レーター業者のみならず，旅行業者，そして旅行者
に対して，現状の仕組みはさまざまな問題を引き起
こす可能性がある．ランドオペレーター業者の質の
向上を図るためには，資格制度を導入する必要が
あるのではないかと考えられる．また，訪日旅行の
品質向上を図るためには，ランドオペレーター業者
の低価格競争は避けるべきである．低価格競争で
出た赤字の補填は，結局のところ旅行者が支払うこ
とになる．免税店や土産店を連れ回し，手配の手数
収入の減少部分を店舗からのキックバックで補填
するという現状の悪循環の解消は困難と予想される．
　この改善のためには，ランドオペレーター業者を
管理，統括する組織を設立し，ランドオペレーター
業者の利益を守り，ランドオペレーター業者の信用
を高め，ホテルやバス会社などとの信頼関係を構
築していくことが必要である．さらに訪日インバウ
ンド数が今後増加していく過程において，ランドオ
ペレーターの果たす役割はより大きくなると推測さ
れる．インバウンド観光に好循環をもたらすために
も，ランドオペレーター業者の組織化は避けて通る
ことはできないと考えられる．■
